
反貧困全国集会２０２０集会宣言「当事者の声を聞け！！！」
２０２０年２月１５日、東京四谷で、反貧困全国集会２０２０が開催されました。
集会宣言を掲載いたします。

反貧困全国集会２０２０集会宣言「当事者の声を聞け！！！」

「平成」が「令和」となり、オリンピック・イヤーの２０２０年。
明るく華やかなムードの向こうに、かき消され、無視されてきたひとりひとりの小さな声があります。昨年末のクリスマスイブ、東京江東
区で、無年金の高齢の兄弟が人知れず餓死しているのが発見されました。オリンピック・パラリンピックが近付くなか、ホームレスの人を
道路や公園などから排除する動きが広がっています。
そして様々な声。賃金が低く契約打ち切りの不安におびえる非正規労働者、限られた正社員の椅子を得るために競争を強いられ疲弊する若
者、大学卒業と同時に多額の奨学金返済を背負いこむ学生たち、障害年金を打ち切られた障害者、トリプルワークで深夜に帰宅するシング
ルマザー、原発事故から９年が経つ今、住宅支援打切りで追い詰められる避難者、ＤＶや虐待で仮の住まいに身を寄せる女性や子どもたち、
児童虐待などの重大事案の対応を担いつつ待遇引下げで生活不安を抱える非正規公務員。

ところが、貧しいこと、報われないことは、「自己責任」、努力が足りないからだと喧伝され、また、「真に支援が必要な人」だけを社会
保障の対象として選別する政策によって、生きづらさを抱えた当事者同士が分断され、不寛容が広がり、当事者の声が封じ込まれています。

しかし、働き方、性、障害、年齢、国籍などを超えて、生きづらさが社会を覆っているのは、政府の政策によって、貧困と格差が拡大した
結果であり、作られた社会構造の問題です。
これまで、政府は、大企業の利益を重視し、労働規制を緩和して正規雇用から非正規雇用への置き換え進め、また、財源不足を理由に社会
保障の削減と負担増を進めてきました。教育面でも学費が高騰し教育への公的支出は国際的にも極めて低い水準です。地方自治レベルでも、
地方交付税の削減等により自治体財政は逼迫し、住民のいのちと暮らしを支える公務サービスが危機に瀕し、地域の衰退が加速しています。
私たちは、政治と社会の責任を個人に押し付ける自己責任論や、生きづらさを抱える者同士を分断させる政策に惑わされず、声を上げ、連
帯して、これらの政策の転換を求めます。

今日の集会では、国内外の地域発・当事者発の取組が紹介されました。
私たち、ひとりひとりが、地域で出会い、つながり、共に生きること、分野の壁を越えて、多様な市民が連携し、地域発・当事者発で、声
を上げて行動し、地域から政策を実現しながら、全国的な動きを作ること、そして、地域において、公助を担う行政と市民社会とが連携・
協働して取り組み、生きづらさを変えていくことが必要です。

声を上げれば社会は変わる。人間らしい生活と労働の保障を求めて、垣根を越えてつながろう。

２０２０年２月１５日
反貧困全国集会２０２０参加者一同

【関連情報】
見過ごされた“困窮死” 痩せ細った72歳と66歳の兄弟死亡 | NHKニュース
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困窮死 水道料金滞納者の情報 活用実績なし 東京 江東区 | NHKニュース
「自己責任でしょ…」 そう考えていた東大生が「教育無償化」に取り組む理由

生活保護費の支給漏れ問題に関する情報－①埼玉弁護士会の会長
声明、②弁護団発足
生活保護費の支給漏れ問題に関する情報です。

１　埼玉弁護士会の会長声明
　生活保護費の支給漏れ問題について、２０２０年１月８日、埼玉弁護士会が、「生活保護法に基づく保護費の支給漏れ等を是正し、実効
的な再発防止策を講ずることを求める会長声明」を公表しました。

　会長声明の内容は、埼玉弁護士会のホームページをご覧ください。

２　新座生活保護費支給漏れ被害対策弁護団の発足
　この問題で、新座市は、支給漏れ額の一部しか追加支給しなかったことから、反貧困ネットワーク埼玉が全額の支給を要請しましたが、
新座市がこれに応じなかったことから、新座生活保護費支給漏れ被害対策弁護団が発足しています。
支給漏れ分の全額支給について、弁護団が無料で相談に応じています。
　弁護団の連絡先等は→　こちら

人を追い込む「行政」
仕事柄、人を追い込むことを生業（なりわい）とする人たちを相手にすることが少なくありません。
サラ金、ヤミ金、追い出し屋、暴力団……
自殺へと追い込まれた人もいました。

市や県の行政職員の人たちと連携して、追い込まれた人の支援や生活再建の仕事をすることもあります。
今日も、埼玉県等と連携して、多重債務相談キャンペーンの相談を担当しました。
行政のみなさんががんばってくれたおかげで、多くの方が相談に来てくれ、職員のみなさんに感謝しています。
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写真は、今日、相談に来られた方に、見せていただいたものです。
サラ金やヤミ金が債務者に送りつける取立状にそっくりです。
でも、送り主は「所沢市」です。
故郷を離れて３０年。働き続け、気が付けば６０代半ばで、独り身のまま。
体を壊して収入が減り、家賃や税金や保険料を滞納。
何とか今月から収入が回復したけれど、それでも生活はギリギリ。
兄弟は故郷に帰ってこいと言ってくれるけれど、滞納を解消しないと故郷に帰る気持になれない。
高齢の身で肉体労働はキツいけれど、節約して、何とか頑張って少しずつ滞納を解消していきたい。

こんな人に、予告なしに差押えなんかしたら、心が折れてしまいます。生きる意欲を打ち砕くかもしれません。
こんなふうに、赤や黄色や黒で塗られた書面を送りつけ、恐怖心や不安を搔き立てて、人を追い込むことが行政の仕事ですか。
１人ひとりの人間の実際の生活を顧みず、いのちを軽んじるようなやり方で、人を追い込むことが行政の仕事ですか。
保険料等を払えない人が続出する制度を作り、地方交付税を減らすなどして自治体の財政を追い詰め、人間を追い込む取立てをさせる、こ
れが国の仕事ですか。

弁護士　猪　股　　正

https://saitamasogo.jp/inomatatadashi


そのあるところのものになる（弁護士　猪股　正）
　先日、早稲田大学人間科学学術院の辻内琢也教授のゼミの学生のみなさんが、当事務所を訪問され、特別講義の機会をいただきました。
貧困や震災の現場の取組などをお話ししながら、若者の生きづらさ、今後の社会の方向性などについて考え、みなさんの意見もお聞きでき、
私にとって大切な時間となりました。
　国連の世界幸福度報告書２０１９年版によれば、日本の幸福度ランキングは、１５６か国中５８位であり、過去最低にまで順位を下げて
います。幸福度を判断する際の６つの指標でみると、社会的支援５０位、人生の選択の自由度６４位、社会的寛容さ９２位となっており、
日本は、人生の選択が困難で、不寛容な社会へと突き進んでいるようです。
　「いきいきと、堂々と歩いて行くためには、どうしてもひとは自己に忠実に『そのあるところのものになる』必要がある。」。先が見え
ず、生きることの難しさを感じていた学生のころに読んだ神谷美恵子さんの著書「生きがいについて」の一文です。
　幸福度ランキングの１位はフィンランド、２位はデンマーク…。北欧諸国が上位を占めています。私たちは、他国の実践に学び、この国
のあり方を見直し、若者やこの社会に生きる人が、時には悩み立ち止まりながらも、自分らしい人生を選択して「そのあるところのものに

https://saitamasogo.jp/archives/86385
https://worldhappiness.report/
https://www.msz.co.jp/book/detail/08181.html


なる」ことができるよう、懐の広い寛容な社会を作っていく、今がそのときであると強く思うのです。

弁護士　猪　股　　正

【関連情報】
日弁連「若者が未来に希望を抱くことができる社会の実現を求める決議」
名著76 「生きがいについて」：100分 de 名著 – NHK
新版　きけ　わだつみのこえ　日本戦没学生の手記（日本戦没学生記念会 編）

見た目も中身も（弁護士　鈴木　満)
先日、厚生労働省が作る労災の認定基準が見直されるという報道が出ました。
働き方の多様化に対応するという趣旨もあるようですが、基準だけ変わっても、その基準に当てはまるかどうかの認定を適切なものとしな
ければ、不十分のように思います。
今の認定基準において、労災にあたるかどうか検討する際に、特に重視されるのは、労働時間の長さです。

しかし、近年、労災審査の実務では、自宅に持ち帰って仕事をしていた時間について、業務用パソコンの使用記録が残っていても、それを
労働時間と認定するか否かの判断は厳しくなっているのではないか、という話があります。
パソコンを持ち帰れば自宅で仕事ができるようになり、自宅等、会社以外のところで働くテレワークの促進されているのにもかかわらず、
このような傾向があるのであれば、隠れた労災の増加につながります。
仮に、新しい認定基準で過労死ラインと呼ばれる残業時間数の基準が下げられたとしても、労働時間に該当するかどうかの認定が必要以上
に厳しければ意味がありません。
「ジタハラ」という言葉がありますが、残業時間数の上限規制が設けられた結果、必ずしも労働時間数が減ったわけではなく、むしろ自宅
へ仕事を持ち帰ってサービス残業をしなければならなくなったという話もあります。

国には、認定基準という「見た目」だけ見直すのではなく、労災審査の実態という「中身」についても見直しをしてほしいです。

弁護士　鈴木　満
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ハロウィンパレード
私が小さい頃は、ハロウィンなどという概念は日本にはなかった気がしますが、最近の子供たちにとって、ハロウィンは恒例行事になって
いるようです。

ハロウィンが近付いてくると、街中がハロウィングッズであふれ、おしゃまな娘も「今年は何を着ようかしら～」とワクワクしだします。

今年は、息子(１歳半)も歩けるようになったので、地元のパレードに参加して、「あぴぃあろうぃん。」と片言でお菓子をもらうために
練り歩きました。
参加する子供たちも付添の保護者も、見物の人も、皆笑顔で溢れていました。

地域のつながりが少なくなったと言われますが、このようなイベントを通じてご近所さんと交流をするというのは、とても良いことだと思
いました。
子どもが付き合ってくれるうちは、参加し続けようと思っています。

弁護士　南木　ゆう

 

 

これも判決
 

台風19号で福島県にも甚大な被害が発生しました。
何日か前に、東日本大震災での津波の大川小学校の児童避難に関する訴訟が、宮城県と石巻市に津波予測に関する過失責任があるという内
容で最高裁で確定しました。

一方、東京電力の元役員に対する刑事裁判は、津波予測不可能ということで無罪という判決でした。
弁護士が言うのも変ですが、この差は一体何でしょう。単に民事と刑事の違いではないと思います。
現場の教師は予測が可能であり、東電役員は予測することは不可能とは・・・・。

何とも虚しい気持ちに襲われます。
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https://saitamasogo.jp/archives/86315


 

弁護士　梶山　敏雄
 
 

３日間で５０キロ歩く
９月に京都と奈良に行き、３日間で５０キロほど歩きました。
９月なのに異常な暑さのなか、よく５０キロも歩いたと、自分のことながら感心しました。
とにかく暑かったです。

弁護士　伊須　慎一郎

 

中小企業法律支援センター
今年６月から、日弁連（日本弁護士連合会）の
中小企業法律支援センターの委員を務めています。

私自身、いくつかの中小企業や事業主の方の
顧問弁護士として活動しておりますが、
まだまだ日常的に弁護士と関わって事業運営を
おこなっている中小企業や事業主の方は少ないと言われています。
飛び込みで埼玉総合法律事務所に
ご相談にみえる社長さんが多いことからも、これは実感しています。

中小企業法律支援センターの一員として、
中小企業や事業主の方が弁護士と関係をもてる機会が増え、
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ひいては無用な紛争が起きないように、
あるいは、事業承継や経営者保証に関するガイドラインが適切に活用されるように、
力を尽くしたいと思います。

 

弁護士　佐渡島　啓

夏が終わる。
 
まだまだ暑いですが、夏が終わってしまいました。

気が早いですが、次の休みが待ち遠しいです。
海にも行きたいし、絶景も見たいし、おいしいものも食べたいし。
想像は膨らむばかりです。

来年はエアコンが故障しないことを祈ります
 
弁護士　德永　美之理
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